
Sri Lanka





はしがき

　アジア経済研究所では，アジア各国の政治，経済，対外関係に関する動向を的確に伝えることを
目的に，1970 年以降毎年『アジア動向年報』を発行してきました。時代とともに対象国・地域も
変化し，現在は 23 のアジアの国・地域およびアメリカの対アジア関係をカバーしています。事業
開始から 50 年以上経ちましたが，アジア各国・地域を長年観察してきた所内外の研究者が現地の
一次資料や現地調査に基づき，その年に起きた重要な出来事や変化を解説するというスタイルは現
在でも変わっていません。執筆者が交代しても，同じフォーマットで50年以上にわたりアジア各国・
地域の動向を伝える書は，世界をみても類似のものはないといってよいでしょう。
　『アジア動向年報』には 2 つの役割があります。ひとつは，アジア各国・地域で起きた事象の時
事的な解説を行うとともに，その歴史的背景や意味についても明らかにし，アジア各国を理解する
うえで有用な情報を提供することです。もうひとつは，歴史を振り返る資料としての役割です。と
はいえ，現在の『アジア動向年報』は各年単位で読む仕様となっており，各国の動向を時系列で追
うには不便との声が寄せられてきました。
　そこで 50 年分の蓄積を生かし，既刊の年報から各国の章を抽出して 10 年ごとに 1 冊に束ね，
各国の動向を 10 年単位で把握できるよう，『アジア動向年報〈バンドル版〉』を作成することに
なりました。既刊のものをまとめるだけでなく，冒頭には第一線の研究者が新たに執筆した各国
の 10 年間を理解するための解説を付しています。これにより，各国の長期の動向をより理解し
やすくなり，多くの方にご利用いただけるのではないかと思います。2021 年の第 1 巻（2010 ～
2019 年），2022 年の第 2 巻（2000 ～ 2009 年）に続き，今回は 1990 ～ 1999 年までの 10 年
分を第 3 巻として公刊します。今後は 1970 年までさかのぼり計 5 巻作成する予定です。
　なお，本バンドル版はこれまでの A5 判と異なり，B5 判で制作しています。これは『アジア動
向年報』の判型が 1990 年代の途中で B5 判から A5 判に変更されており，判型をどちらかに統一
する必要があったためです。また判型の変更とともに本文の体裁も 2 段組みから 1 段組みとなっ
たため，既存部分のレイアウトが 1994 年前後で異なっています。あらかじめご承知おきください。
　今回のバンドル版もまた価値ある資料として，アジア各国・地域を理解する一助となることを願っ
ています。

　2024 年２月

日本貿易振興機構アジア経済研究所所長

深尾京司
表紙・本文デザイン　羽田野めぐみ
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1990-1999 年の

スリランカ

 内戦の激化，変容する政治・経済
荒井悦代

　1990年代のスリランカでは，国軍とタミル・
イーラム解放のトラ（LTTE）との内戦，なら
びにLTTEによるテロが激化し，政治，経済，
対外関係のいずれの面でも多大な影響を及ぼし
た。
　内戦が激化するきっかけとなったのは，
LTTEの武装解除を実現するためにインドがス
リランカに派遣していた平和維持軍（IPKF）
の撤退（1990年3月）である。インドが去ると，
多種多様な国内アクター，すなわち二大政党の
統 一 国 民 党（UNP） と ス リ ラ ン カ 自 由 党

（SLFP），タミル政党・団体，シンハラ人過激
派などの間の利害対立が表面化した。内戦の政
治的解決（和平合意）を図るべきか，軍事的解
決（LTTE制圧）を目指すべきかをめぐって政
府は揺れた。政府の方針が定まらない間に戦闘
の規模と頻度が増し，LTTEによる要人暗殺や
無差別テロの犠牲者が増えていった。このよう
な膠着状態は，2000年代に入ってもしばらく
続くことになる。
　経済面では，1990年代前半に推し進められ
た自由化により成長が実現する一方，長引く内

戦は軍事費拡大をもたらすなど経済にとっての
足かせとなっていった。1990年代前半には，
世界銀行や国際通貨基金（IMF）による構造調
整の下，マクロ経済の安定化，公共部門の効率
化，外国直接投資の誘致をねらった経済開放な
どが行われた。こうして自由化が進んだことで，
外資の導入を通じた製造業やサービス業が成長
し，1990年代の国内総生産（GDP）の年平均
成長率は5.2％に達した。ただし，経済開放政
策の一環として国有企業が民営化されたが，短
命に終わった。さらに，内戦は軍事費の増大を
招いて政府財政を圧迫し，戦闘拡大が海外直接
投資（FDI）の誘致や観光業振興の妨げになる
など，経済に対する負の影響も鮮明になった。
　対外関係では，LTTEの封じ込めをねらった
スリランカ政府の活動が実を結んだ。政府は，
LTTEに対する活動禁止措置をとるよう各国政
府に働きかけ，一定の成果を得た。その結果，
LTTEは従前のような広報戦略がとれなくな
り，資金集めにも窮することになった。

概 況
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トゥンガは，LTTEの活動を禁止するよう求め
る声に対し，活動禁止措置は交渉継続を困難に
するとしてこれを退けた。だが1998年1月に，
スリランカ仏教の聖地キャンディにある仏歯寺
で爆弾テロが起こると，結局はLTTEの活動を
禁止することになった。
　内戦が激化するなかで戦闘地域も拡大し，ム
スリムが多く居住する東部州も内戦に巻き込ま
れていった。その結果，1990年代にはムスリ
ムが主体の政党であるスリランカ・ムスリム会
議（SLMC）の発言力が高まった。
　1990年代は，都市でのテロ，特に政治家や
軍人など要人をねらったテロも頻発した。二大
政党のひとつUNPでは，前述のとおり1993年
5月に現職大統領のプレマダーサが殺害された
ほか，翌年10月にはガミニ・ディサナヤケ

（UNP党 首 で 大 統 領 候 補 ） が 暗 殺 さ れ た。
UNPから離脱し民主統一国民戦線（DUNF）
を結成したラリト・アトラトムダリ（同党代表）
も，1993年4月に暗殺されている。UNPのラ
イバルであるSLFPの政治家もテロの標的とな
り，ラクシマン・カディルガマル（外務大臣）
が2005年に殺害されている。
　LTTEは，シンハラ人政治家だけでなく穏健
派のタミル人も標的とした。内戦の平和的解決
を提唱した法律家のニーラン・ティルチェル
ヴァム氏は，タミル人だけでなくシンハラ人か
らも信頼の厚いオピニオンリーダーのひとり
だったが，1999年7月にLTTEの自爆テロで死
亡した。
　次世代のリーダーと目された人々が殺害され
たことは，人材の層を薄くし，後に同一人物や
同一ファミリーによる長期支配を招く要因と
なった。2005年にはSLFPのマヒンダ・ラージャ

パクサが大統領となり，弟のゴーターバヤ・ラー
ジャパクサらとともに一族支配体制を築いた。
UNPでは，2022年7月に大統領に選出された
ラニル・ウィクレマシンハが，1994年から30
年近く党総裁を務め続けている。内戦は2009
年に終結したが，1990年代に相次いだ要人暗
殺の影響はいまなお続いている。

経 済

自由化で高成長も内戦が経済を圧迫
　1990年代のスリランカ経済は内戦下にあり
ながら，GDPの年平均成長率は5.2％に達した。
経済成長の主要因は内需（消費）であった。産
業別でみると，外資の導入により衣類・繊維な
どの製造業やサービス業が成長した。
　成長が維持された背景には，世銀・IMF融資
を受けるための構造調整を実施したことがあげ
られる。1977年の経済自由化が第一次自由化
と呼ばれるのにたいして1990年代の自由化は
第二次自由化と呼ばれる。1993年まで政権を
担ったプレマダーサ大統領は，財政赤字削減等
のマクロ経済の安定化，公共部門の効率化，規
制緩和・関税率の引き下げ，貧困対策の見直し
等を行った。為替の自由化も進め，1994年に
はIMF8条国入りを達成した。1994年のUNP
からSLFPへの政権交代時には，1970年代の
SLFP政権下で計画経済政策や輸入代替が推進
され外貨危機に陥ったという歴史的な経緯もあ
り，政策の逆行が危惧されたが，大統領に就任
したクマラトゥンガはFDIの誘致をねらい，
マーケット・フレンドリー政策と名付けて経済
開放政策を継続した。こうした政策は製造業や
サービス業への外資の流入の拡大をもたらし，

IPKF撤退後，内戦が激化
　1990年代のスリランカ政治は，激化する
LTTEの武力闘争への対応をめぐって揺れた。
1983年から2009年まで続いたスリランカ政府
とLTTEとの戦いは，停戦を挟んで4期に分け
ら れ る。 第1期 は1983～1987年， 第2期 は
1990年6月～1995年1月，第3期は1995年4月
～2002年2月，第4期は2006～2009年となっ
ている。すなわち，1990年代は数カ月の短い
停戦期間を除いてほとんど戦時下にあったこと
になる。その間，戦闘の形態や範囲・関係者が
変化した。
　第1期と第2期の間の停戦は，1987年7月に
締結されたインド・スリランカ合意（印ス合意）
によってもたらされた。それ以前にインドでは，
タミル・ナードゥ州の政治家らがスリランカの
タミル人抑圧政策に抗議し，タミル人の自治権
拡大や連邦制実現のためにインド中央政府が影
響力を行使すべきと主張していた。インド中央
政府もスリランカの民族問題には強い関心を
もっており，スリランカ政府の側もまた，南ア
ジア随一の大国であるインドの協力を期待して
いた。
　印ス合意にもとづき，インドの正規軍で構成
されるIPKFがLTTEなどタミル人勢力の武装
解除に当たった。ところが，IPKFはタミル人
勢力の激しい抵抗を受けて1200人以上の戦死
者を出し，目的を達成することなく撤退を余儀
なくされた。さらには，印ス合意に署名し
IPKF派兵を決めたラジーヴ・ガンディー印首
相が，1991年5月にLTTEの自爆テロの標的と
され殺害されてしまった。その後インドはスリ
ランカの民族問題から距離を置き，スリランカ

はインドの関与なしに問題解決を目指すことに
なった。
　印ス合意には，紛争の政治的解決の手段とし
て，地方分権を通じてタミル人に一定の自治権
を与えるという対策が含まれていた。それは具
体的には，1987年の第13次改正憲法による州
評議会（Provincial Council: PC）設置とPC
への権限移譲というかたちで実現した。ところ
が，スリランカ人の多くが13次改正をインド
から押し付けられたものと認識していたのに加
え，この憲法ではどの程度の権限をどのように
委譲するかが定められていなかったために，紛
争は収まるどころかむしろ悪化した。多数派の
シンハラ人からすると，13次改正はタミル人
に譲歩し過ぎの内容であり，シンハラ過激派や
仏教僧らが反対した。一方タミル人からすると
要求は満たされておらず，LTTEなどの団体や
タミル政党が反対した。
　こうしたなか，政府内では内戦への対応をめ
ぐって対立が生じ，方針が揺れた。軍事的解決
を求める軍部に対して，政治家側は政治的解決
を探ろうとする傾向にあった。1990年代初頭
に大統領を務めたUNPのラナシンハ・プレマ
ダーサ（在任期間1989年1月～1993年5月）は，
和平と武力の両面作戦を主張した。ところが
1993年5月，プレマダーサはLTTEに暗殺され
てしまう。そこで後任のウィジェトンガ大統領

（1993年5月～1994年11月）は軍事制圧に重
点を移した。
　1994年には17年ぶりの政権交代があり，
SLFPの創設者S.W.R.D.バンダラナイケの娘
チャンドリカ・バンダラナイケ・クマラトゥン
ガが大統領となった（1994年11月～2005年
11月）。内戦の政治的解決を目指したクマラ

国内政治
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の株式の43％を取得し10年の契約で経営を
担った。しかし当時の政府との間でトラブルが
発生し，契約が更新されることはなく，エア・
ランカは2008年に再国有化されるにいたった。
2023年の時点でスリランカ航空（旧エア・ラ
ンカ航空）の負債額は国有企業のなかで最多と
なっている。
　1994年に始まる左派政党連合のPA政権の下
では，労働争議の問題も浮上した。労働者の権
利が強化されるなかでストライキが多発し，労
働者が経営陣を軟禁するケースもみられた。こ
うした動きは民営化の進展を阻害したほか，
FDI流入にも影響を及ぼした。
　海外への出稼ぎ労働者をめぐっても，労働者
保護などのための政策がとられるようになっ
た。1990年のイラクのクウェート侵攻の際，
湾岸諸国で主に家事労働に従事していた多数の
出稼ぎ労働者が帰国したことをきっかけとし
て，スリランカ海外雇用庁（SLBFE）による
民間の海外雇用斡旋業者の管理の徹底，出稼ぎ
労働者の実態についてのデータ収集といった政
策がとられるようになった。その効果もあって
か，出稼ぎ労働者の数は1990年の4万2000人
から2000年の18万2000人へ，送金額も4億ド
ルから11億5000万ドルへと増加し，海外労働
者の送金は紅茶輸出を抜き，衣類・繊維輸出に
次ぐ外貨獲得手段となった。

LTTEを活動禁止団体に指定
　1990年代のスリランカ外交政策の主な力点
は，LTTE対策であった。
　カナダやイギリスなどにはタミル人コミュニ
ティがある。LTTEは，海外在住のタミル人か
ら支援や資金を得ていただけでなく，現地政府
に対し，スリランカ政府が少数民族を迫害して
いると訴えて圧力をかけるよう求めるなどして
いた。これに対してスリランカ政府は，各国政
府にLTTEを活動禁止団体に指定するよう働き
かけた。
　スリランカ政府の要請を受けて，1996年3
月にマレーシアが，1997年にはアメリカ，カ
ナダ，スイスがLTTEの国内活動を禁止した（イ
ギリスは2001年にLTTEをテロ組織に指定）。
1999年にはカディルガマル外相がタイ，ラオ
ス，カンボジア，ベトナムを訪問し，LTTEが
活動の拠点を築きつつあることを指摘し，各国
政府に警戒を要請した。
　1990年代には，LTTEの封じ込めを模索す
るスリランカ政府に対し，諸外国は概して協力
的であった。しかし，2009年に軍がLTTEを
武力で制圧して内戦が終結すると，スリランカ
政府は内戦末期の人権侵害に関して説明責任や
和解を求められ，国際社会のなかで孤立するこ
とになる。

（地域研究センター）

対外関係

経済成長を支えた。
　しかし内戦に伴う軍事費の拡大や経済活動へ
の影響は徐々にスリランカ経済を蝕んでいっ
た。独立戦争を経ずに独立を達成し，独立後も
国外からの脅威が少なかったスリランカでは歴
史的に軍事予算は小さかった。だが，上述した
ように1990年代には内戦の長期化および戦地
の拡大に伴い軍事費が拡大し，財政を圧迫する
ようになった。内戦開始前の1982年に財政支
出に占める国防関連支出は3％ほどであった
が，1990年には12.5％に達し，1996年には
18％を超えた。1992年からは国内企業の一部
に国防税が課されるようになり，以後，徴税額
に占める国防税の比率は増加を続けた（図1参
照）。国防関連支出の増大に伴いインフラ建設
など公共投資支出が削減されたことは，2009
年の内戦終結後に立ち遅れたインフラ整備を進
めるため中国からの借金が嵩むことにつながっ
た。さらに戦闘の規模拡大や都市部でのテロや
政治家の暗殺は，政府が期待するFDIや観光業

にネガティブな影響を及ぼした。
　経済開放政策の一環として着手された国有企
業改革も期待された成果はもたらさず，経済に
とっての負担となった。プレマダーサ大統領の
下では，国有企業の株式の従業員への売却が行
われた。従業員の意欲向上により業績が向上し，
株価の上昇や配当を通じて従業員も恩恵を得る
ことが期待されたが，従業員らはすぐに株式を
第三者に売却してしまったため，目論見は外れ
た。このほか，大手国有企業株式の海外企業へ
の売却も行われた。通信会社スリランカ・テレ
コムの株式の35％が日本のNTTへ，航空会社
エア・ランカの株式はアラブ首長国連邦のエミ
レーツ航空へと売却され，両社は売却先企業か
ら役員を受け入れ，技術支援を受けながら経営
改善を進めることとなった。こうした民営化の
動きは，国有企業中心のスリランカの産業構造
に大きな変化をもたらすことが期待されたが，
2008年にNTTは保有する株式をマレーシア企
業に売却した。エミレーツ航空はエア・ランカ
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図 1　拡大する軍事支出と国防税

（出所）Central Bank of Sri Lanka, Annual Report, 各年版。

54

　解　説　　1990-1999 年のスリランカ　 　　



1990

Sri Lanka
Yearbook of Asian Affairs:
1990 - 1999





1110



1312



1514



1716



1918



2120



2322



2524



2726



2928



3130



3332



3534



1991

Yearbook of Asian Affairs:
1990 - 1999
Sri Lanka

36





4140



4342



4544



4746



4948



5150



5352



5554



5756



1992

Yearbook of Asian Affairs:
1990 - 1999
Sri Lanka

58





6362



6564



6766



6968



7170



7372



7574



1993

Yearbook of Asian Affairs:
1990 - 1999
Sri Lanka

76





8180



8382



8584



8786



8988



9190



9392



9594



1994

Yearbook of Asian Affairs:
1990 - 1999
Sri Lanka

96





101100

著作権の関係により， 　　
この写真は掲載できません



103102



105104

著作権の関係により， 　　
この写真は掲載できません



107106



109108



111110



113112



115114



1995

Yearbook of Asian Affairs:
1990 - 1999
Sri Lanka

116





121120



123122

著作権の関係により， 　　
この写真は掲載できません



125124



127126



129128



131130



133132



135134



1996

Yearbook of Asian Affairs:
1990 - 1999
Sri Lanka

136





141140

著作権の関係により， 　　
この写真は掲載できません



143142



145144



147146



149148



151150



153152



1997

Yearbook of Asian Affairs:
1990 - 1999
Sri Lanka

154





159158



161160



163162



165164

著作権の関係により， 　　
この写真は掲載できません



167166



169168



171170



173172



175174



177176



179178



181180



1998

Yearbook of Asian Affairs:
1990 - 1999
Sri Lanka

182





187186



189188



191190



193192



195194



197196



199198



201200

著作権の関係により， 　　
この写真は掲載できません



203202



205204



207206



209208



1999

Yearbook of Asian Affairs:
1990 - 1999
Sri Lanka

210





215214



217216



219218

著作権の関係により， 　　
この写真は掲載できません



221220



223222



225224



227226



229228



231230



233232



235234



237236



239238



240

アジア動向年報1990ー1999
スリランカ編

編集統括

山田紀彦
青木まき

編集委員

清水達也（委員長）

藤田麻衣
中村正志
石塚二葉
濱田美紀
長田紀之
谷口友季子
南波聖太郎
渡辺綾
新谷春乃

編集制作

井出敦子（事務局）

池上健慈
平原友輔
林小夜子
土田ゆかり

独立行政法人日本貿易振興機構
学術情報センター
〒 261-8545　千葉県千葉市美浜区若葉 3-2-2

（電話）043-299-9735

© 独立行政法人日本貿易振興機構アジア経済研究所 2024
無断転載を禁ず

ISBN　978-4-258-02066-9

編者・発行

2024 年２月 29 日発行

アジア経済研究所





Sri Lanka


	1990年
	1991年
	1992年
	1993年
	1994年
	1995年
	1996年
	1997年
	1998年
	1999年



